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ューターで行う CBT（Computer Based Testing）と、実地試験に相当し、
模擬患者 SP（Simulated Patient）を用いて患者への医療面接の態度や基






























































































Lambs or the Chosen Few?:The Impact of Student Defenders on the Rights of
 
Accused,62BROOKLYN L.REV.853(1996).
(37) 刑事クリニックを実施している大宮法科大学院大学の実践については、学生へ
の教育効果の観点からの論稿がある。萩原猛「『刑事弁護クリニック』の現状と課
題」自由と正義60巻４号46頁（2009年）参照。
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談として持ち込んだらいいのかわからない問題であっても、リーガルサー
ビスセンターで問題を見立て、相談者が必要な救済手段につながれるよう
に、いわゆるワンストップ・サービスが行われている。具体的な事案とし
ては、虐待問題、いじめ問題、少年非行事件などである。獨協大学法科大
学院の臨床教育科目では、「リーガルサービス」という概念を、従来法律
事務所が行ってきた活動にとどまらず、市民のための交渉、調整、救済、
他機関との連携等を一体として「リーガルサービス」と捉えて、法科大学
院学生の教育にあたっている。獨協大学法科大学院では、２年次の必修科
目「リーガルクリニックⅠ」（２単位）、３年次の選択科目「リーガルクリ
ニックⅡ」（４単位）、法律事務所以外での実務に接する「エクスターンシ
ップ」（２単位）が実施されている。子どもの権利擁護にかかわる活動は、
「リーガルクリニックⅡ」の１つである「地域と子どものためのリーガル
クリニック」で
(38)
ある。
このような臨床法学教育の活動は、相談者の問題に「点」で関わること
が多い法律家の活動範囲を、相談者の家族関係や社会関係をも視野に入れ
た「線」での関わり方に広げ、また、相談者が問題解決後につくる新しい
人間関係で構成される「面」での関わり方へと広げるものであるとさ
(39)
れる。それは決して法律家が、問題を抱える当事者と同じ立場に立つもの
ではなく、法的問題解決の専門家として他機関と連携することにより、複
数の側面から紛争当事者の問題解決に助力することを意味する。「地域と
子どものためのリーガルクリニック」が提供するこのような臨床法学教育
は、法科大学院学生に対し、地域社会における法律家の役割について、法
律家としての塁を守るだけではなく、問題を抱える市民に寄り添い問題解
(38) 2009年２月24日に早稲田大学で開催された臨床法学セミナー「獨協大学地域と
子どもリーガルサービスセンターの活動について」（報告者：野村武司・柳重雄）
での配布資料、および獨協大学法科大学院のHP、http://www.dokkyo.ac.jp/
lawschool/参照。
(39) 野村武司「『獨協大学地域と子どもリーガルサービスセンター』と併設した法
律事務所」自由と正義60巻４号58頁（2009年）。
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決の助力者としての役割を果たす地域に密着した法律家像を形成するもの
と評価できる。このような法律家像は、司法制度改革審議会意見書の表現
を使えば「社会の医師」とも呼びうるものである。臨床法学教育は、この
ような法律家像を持つ法科大学院学生の育成により、潜在的な法律サービ
スのニーズを掘り起こし、長期的には法実務の改革に貢献することができ
るであろう。
(３）地理的および経済的司法過疎への取り組み
司法過疎問題は、法曹人口の増加によって解決が期待される問題の１つ
である。しかし、単に司法試験合格者を増加させれば解決できる問題では
なく、法律サービスの提供のあり方を検討して、法実務の現状の認識と改
革の視点をもって取り組まれなければ、問題解決は実現するものではな
い。その意味で、法科大学院の臨床法学教育が、司法過疎問題に取り組む
ことは、教育と社会貢献という臨床法学教育の二重の目的と合致する。
人口過疎地域への法律相談の実施は、多くの法科大学院で実施されてい
る。鹿児島大学法科大学院は、多くの有人島嶼を抱える南九州に位置し、
「地域の司法基盤の強化に教育活動を通じて貢献する」ことを理念とし、
これまで屋久島と種子島での法律相談実習を行って
(40)
きた。早稲田大学法科
大学院では、民事クリニックの一環として三宅島での法律相談を実施して
(41)
きた。広島大学法科大学院は、移動法律相談を島根県浜田市や広島県福山
市などで実施して
(42)
いる。島根大学法科大学院は、奥出雲や隠岐島などの過
疎地への巡回法律相談を実施して
(43)
いる。立命館大学法科大学院は、京都府
(40) 米田憲市「離島等司法過疎地における法律相談実習」自由と正義60巻４号63頁
（2009年）。
(41) 大山定伸・阿部崇史・中田泰人・福田匡剛「三宅島の法律相談体験記 早稲田
大学法科大学院生」法学セミナー634号（2007年）。
(42) 佐藤崇文・小濱意三「広島大学における臨床法学教育」臨床法学セミナー１号
７頁（2007年）。
（43）2009年１月16日に早稲田大学で開催された臨床法学セミナー「島根大学におけ
る臨床法学教育」（報告者：國弘正樹）において配布された資料、及び島根大学法
早法85巻３号（2010）1156
舞鶴市との連携により TV会議システムを利用した法律相談を、一般民
事を扱う「リーガル・クリニックⅠ」として実施して
(44)
いる。
法律サービスへのアクセスが困難な原因は地理的なものだけでなく、経
済的な障害によるものもある。生活保護というセイフティー・ネットにア
クセスしようとしても適切な法律家の助力を得られるか否かによって、受
給が大きく左右される現実がある。早稲田大学法科大学院は民事クリニッ
クの活動の一つとして、生活保護申請の支援を行っている。その活動は福
祉事務所への申請同行だけではなく、ホームレスの人々への路上での法律
相談や、そこに至る前段階である法律家による支援で問題が改善されうる
ことについての啓蒙活動を、生活困窮者に対して行うことなども含まれて
(45)
いる。
このような地理的および経済的リーガル・アクセスの障害の問題に、法
科大学院学生が臨床法学教育を通して取り組むことは、上述の「地域と子
どもクリニック」の場合と同様に、相談者の問題解決は法律サービスの提
供だけで実現するものではないという認識を法科大学院学生に形成する。
人口過疎は地域社会の崩壊や家族構成のゆがみ等の問題を伴い、また経済
的困窮はアルコール依存症や精神疾患を伴うことがあり、法律家は相談者
の問題に取り組むためには他専門職との連携の必要性を認識することにつ
ながる。法科大学院学生が相談者の問題解決へのアプローチを多面的に考
えることを通して、法律サービスの提供のあり方を考える法律家が育ち、
長期的には法実務のあり方を改革してゆくことにつながる。
科大学院地域法律相談センターHP、http://www.lawschool.shimane-u.ac.jp/
center/02.html参照。
(44)『リーガルクリニックと地域との協働～DV当事者の支援と DV防止教育への
展望を含めて～』１-15頁（立命館大学法科大学院、2009年）。
(45) 森川清「生活困窮者のための活動―早稲田大学の民事クリニックによる生活保
護申請支援―」法曹養成と臨床教育２号60頁（2009年）。
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Ⅴ 法科大学院における臨床法学教育の展望
臨床法学教育は、法科大学院から発信する法曹教育の方法論である。法
科大学院の法曹教育は決して司法試験に規定されるものではなく、また、
司法修習の準備のためにだけなされるものでもない。司法修習も「プロセ
スとしての法曹養成」の一部であるに過ぎない。法科大学院の臨床法学教
育が司法修習の前段階としてのみ位置付けられるならば、臨床法学教育の
長所を生かすことはできない。
臨床法学教育の長所は、その対象とする法律サービスの幅の広さと大学
の学術環境を活用する専門性の高さであるといえる。臨床法学教育は裁判
を中心とした法律サービスだけではなく、企業法務、自治体法務、NPO
等の人権擁護法務など、これまで日本では法曹が少なかった職域での法曹
の役割をも検討し、法実務の改革を志向する。大学の学術環境を活用する
臨床法学教育の方法論は、先端的な法分野に特化した専門法クリニック
（例、知的財産法クリニ
(46)
ック、国際人権法クリニ
(47)
ック）の活動を通して、法理
論の発展をも志向する。臨床法学教育は、現代社会の多様な法律サービス
の需要を検討し、紛争の予防、裁判外の紛争解決にも対応する基本的な知
識と法曹技能を提供しようとするものもある。
法科大学院は、現在、その教育力が問われている。74校の法科大学院の
総定員と新司法試験合格者数とのギャップや、法曹人口増加への根強い懸
念等から、定員削減が実施され統廃合も現実味を帯びてきている。科目編
成においても、法律基本科目の単位数を増加させるために法実務科目を抑
制しようという議論もある。しかし、2009年７月に発表された日弁連の意
(46) 高林龍・鵜飼健・富岡英次「知的財産クリニックの実践」宮川・前掲書・注
２・132頁。
(47) 阿部浩己「国際人権クリニックの理念と歩み」神奈川ロージャーナル１号13頁
（2008年）。
早法85巻３号（2010）1158
(48)
見書にもあるように、法曹養成の中核機関たる法科大学院において法実務
教育は不可欠であり、旧制度下の知識教育偏重の弊害を招かないように留
意が必要である。現代社会に顕在し潜在する多様な法律サービスの需要を
認識し、これに応えることのできる法曹を養成するために、臨床法学教育
は一層の充実が求められる。
本稿は、日本学術振興会科学研究費基盤研究（A）課題番号：19203006
研究課題名「法曹養成教育における経験的方法論としての臨床法学教育の研
究」の研究成果の一部であり、拙稿「臨床法学教育の課題と展望―臨床法学
教育学会の設立によせて―」自由と正義60巻４号33頁（2009年）を基に大幅
に加筆したものである。
(48) 日本弁護士連合会「中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会『法科大
学院教育の質の向上のための改善方策について（報告）』に対する意見書」（2009年
７月16日）、http://www.nichibenren.or.jp/ja/opinion/report/data/090716.pdf
参照。
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